
議案第１２２号 

   さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和元年９月４日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号。以下「法」という。）第２４条第

５項の規定に基づき、一般職の職員（法第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員及びさい

たま市教職員の給与に関する条例（平成２９年さ

いたま市条例第２１号）第２条第２項に規定する

教職員を除く。以下「職員」という。）の給与に

関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号。以下「法」という。）第２４条第

５項の規定に基づき、一般職の職員（さいたま市

教職員の給与に関する条例（平成２９年さいたま

市条例第２１号）第２条第２項に規定する教職員

を除く。以下「職員」という。）の給与に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 （給料表）  （給料表）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

 ２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）は、

第３２条第１項に規定する職員以外のすべての職

員に適用するものとする。

２ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に

基づき、これを前項の給料表（以下「給料表」と

いう。）に定める職務の級に分類するものとし、

その分類の基準となる職務は、別表第４のとおり

とする。ただし、特定の行政課題に対応するため

に特に設けられた職の職務、標準的に設置されて

いない職の職務その他の同表に規定し難い職の職

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に

基づき、これを給料表に定める職務の級に分類す

るものとし、その分類の基準となる職務は、別表

第４のとおりとする。ただし、特定の行政課題に

対応するために特に設けられた職の職務、標準的

に設置されていない職の職務その他の同表に規定

し難い職の職務については、人事委員会規則で定
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務については、人事委員会規則で定めるところに

より、これを分類するものとする。 

めるところにより、これを分類するものとする。

 （初任給、昇格、昇給等の基準）  （初任給、昇格、昇給等の基準）

第４条 任命権者は、地方公共団体の組織に関する

法令、条例、規則及び機関の定める規程の趣旨に

従い、並びに前条第２項の規定による分類の基準

に適合するように、かつ、予算の範囲内で、職務

の級の定数を設定し、又は改定することができる。

第４条 任命権者は、地方公共団体の組織に関する

法令、条例、規則及び機関の定める規程の趣旨に

従い、並びに前条第３項の規定による分類の基準

に適合するように、かつ、予算の範囲内で、職務

の級の定数を設定し、又は改定することができる。

２～１３ ［略］ ２～１３ ［略］

 （期末手当）  （期末手当） 

第２７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（

以下この条から第２９条まで及び附則第３２項第

３号においてこれらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準

日の属する月の規則で定める日（次条及び第２９

条においてこれらの日を「支給日」という。）に

支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、

又は死亡した職員（第３３条第６項の規定の適用

を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）に

ついても、同様とする。 

第２７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（

以下この条から第２９条まで及び附則第３２項第

３号においてこれらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準

日の属する月の規則で定める日（次条及び第２９

条においてこれらの日を「支給日」という。）に

支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、

若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条

第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（

第３３条第６項の規定の適用を受ける職員及び規

則で定める職員を除く。）についても、同様とす

る。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準

日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。附則第３２項第３

号において同じ。）において職員が受けるべき給

料及び扶養手当の月額（育児短時間勤務職員等の

給料の月額にあっては、その額を算出率で除して

得た額）並びにこれらに対する地域手当の月額の

合計額とする。 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準

日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した

職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。附則第３２項第３号において同

じ。）において職員が受けるべき給料及び扶養手

当の月額（育児短時間勤務職員等の給料の月額に

あっては、その額を算出率で除して得た額）並び

にこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。

５・６ ［略］ ５・６ ［略］ 

第２８条 次の各号のいずれかに該当する者には、

前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の基準

日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、

 その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給し

ない。 

第２８条 次の各号のいずれかに該当する者には、

前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の基準

日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、

 その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給し

ない。 

 ［略］    ［略］ 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前

日までの間に法第２８条第４項の規定により失

職した職員 

 基準日から当該基準日に対応する支給日の前

日までの間に法第２８条第４項の規定により失

職した職員（法第１６条第１号に該当して失職

した職員を除く。） 

 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日

に対応する支給日の前日までの間に離職した職

員（前２号に掲げる者を除く。）で、その離職

した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以

 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日

に対応する支給日の前日までの間に離職した職

員（前２号に掲げる者を除く。）で、その離職

した日から当該支給日の前日までの間に禁錮
こ

以

－16－



上の刑に処せられたもの 上の刑に処せられたもの 

 次条第１項の規定により期末手当の支給を一

時差し止める処分を受けた者（当該処分を取り

消された者を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処

せられたもの 

 次条第１項の規定により期末手当の支給を一

時差し止める処分を受けた者（当該処分を取り

消された者を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処

せられたもの 

 （勤勉手当）  （勤勉手当） 

第３０条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（

以下この条及び附則第３２項第４号においてこれ

らの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日以前６月以内の期間におけ

るその者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の

属する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職員（

規則で定める職員を除く。）についても、同様と

する。 

第３０条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（

以下この条及び附則第３２項第４号においてこれ

らの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日以前６月以内の期間におけ

るその者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の

属する月の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１月以内に退職し、若しくは法第１６条

第１号に該当して法第２８条第４項の規定により

失職し、又は死亡した職員（規則で定める職員を

除く。）についても、同様とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現

在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職

し、又は死亡した日現在。附則第３２項第４号に

おいて同じ。）において職員が受けるべき給料の

月額及び扶養手当の月額（育児短時間勤務職員等

の給料の月額にあっては、その額を算出率で除し

て得た額）並びにこれらに対する地域手当の月額

の合計額とする。 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現

在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員

にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在。附則第３２項第４号において同じ。

）において職員が受けるべき給料の月額及び扶養

手当の月額（育児短時間勤務職員等の給料の月額

にあっては、その額を算出率で除して得た額）並

びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とす

る。 

４・５ ［略］ ４・５ ［略］ 

 （寒冷地手当）  （寒冷地手当） 

第３１条 毎年１１月から翌年３月までの各月の初

日（以下この条において「基準日」という。）に

おいて福島県南会津郡南会津町に在勤する職員（

以下この条において「支給対象職員」という。）

に対しては、寒冷地手当を支給する。 

第３１条 毎年１１月から翌年３月までの各月の初

日（以下この条において「基準日」という。）に

おいて次に掲げる地域に在勤する職員（以下この

条において「支給対象職員」という。）に対して

は、寒冷地手当を支給する。 

 福島県南会津郡南会津町 

 新潟県南魚沼市 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

  （臨時又は非常勤の職員の給与） 

 第３２条 臨時又は非常勤の職員（再任用短時間勤

務職員を除く。次項において同じ。）については、

 任命権者は、他の職員の給与との権衡を考慮し、

予算の範囲内で給与を支給するものとする。 

 ２ 臨時又は非常勤の職員には、他の条例に別段の

定めがない限り、前項の給与のほか、他のいかな

る給与も支給しない。 
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第３２条 ［略］ 第３２条の２ ［略］ 

 （休職者の給与）  （休職者の給与） 

第３３条 ［略］ 第３３条 ［略］ 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、これらの

規定に規定する期間内で第２７条第１項に規定す

る基準日前１月以内に退職し、又は死亡したとき

は、同項の規定により規則で定める日に、それぞ

れ第２項又は第３項の規定の例による額の期末手

当を支給することができる。ただし、規則で定め

る職員については、この限りでない。 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、当該各項

に規定する期間内で第２７条第１項に規定する基

準日前１月以内に退職し、若しくは法第１６条第

１号に該当して法第２８条第４項の規定により失

職し、又は死亡したときは、同項の規定により規

則で定める日に、当該各項の例による額の期末手

当を支給することができる。ただし、規則で定め

る職員については、この限りでない。 

７ ［略］ ７ ［略］ 

別表第４（第３条関係） 別表第４（第３条関係）

 ア・イ ［略］  ア・イ ［略］

 ウ 医療職給料表 に係る等級別基準職務表  ウ 医療職給料表 に係る等級別基準職務表

職務の級 基準となる職務 

 ［略］ 

４級   課長補佐、副科長又は副技師

長の職務 

 ［略］ 

５級   課長、科長又は技師長の職務 

 ［略］ 

 ［略］ 

職務の級 基準となる職務 

 ［略］ 

４級   課長補佐、副科長、副技師長

又は理学療法副士長の職務 

 ［略］ 

５級   課長、科長、技師長又は理学

療法士長の職務 

 ［略］ 

 ［略］ 

 エ・オ ［略］  エ・オ ［略］ 

 （さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第２条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

１年さいたま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

２ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第１５ ２ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第１５
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条第２項第２号及び第１９条第２項の規定の適用

については、給与条例第１５条第２項第２号中「

又は再任用短時間勤務職員」とあるのは「、再任

用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員（さ

いたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例（平成２１年さいたま市条例第３

５号）第８条に規定する任期付短時間勤務職員を

いう。以下同じ。）」と、給与条例第１９条第２

項中「又は再任用短時間勤務職員」とあるのは「

、再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職

員」とする。 

条第２項第２号、第１９条第２項及び第３２条第

１項の規定の適用については、給与条例第１５条

第２項第２号中「又は再任用短時間勤務職員」と

あるのは「、再任用短時間勤務職員又は任期付短

時間勤務職員（さいたま市一般職の任期付職員の

採用及び給与の特例に関する条例（平成２１年さ

いたま市条例第３５号）第８条に規定する任期付

短時間勤務職員をいう。以下同じ。）」と、給与

条例第１９条第２項中「又は再任用短時間勤務職

員」とあるのは「、再任用短時間勤務職員又は任

期付短時間勤務職員」と、給与条例第３２条第１

項中「再任用短時間勤務職員」とあるのは「再任

用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員」と

する。 

 （さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第４３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （扶養手当）  （扶養手当） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計

の途がなく主としてその職員の扶養を受けている

者をいう。 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計

の途がなく主としてその職員の扶養を受けている

者をいう。 

 ［略］  ［略］

 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子

 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子及び孫

 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある孫

 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］

 （退職手当）  （退職手当） 

第１８条 ［略］ 第１８条 ［略］ 

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当する ２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当する
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ときは、任命権者は、当該退職をした者（当該退

職をした者が死亡したときは、当該退職に係る退

職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に

対し、当該退職に係る退職手当の全部又は一部を

支給しないこととすることができる。 

ときは、任命権者は、当該退職をした者（当該退

職をした者が死亡したときは、当該退職に係る退

職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に

対し、当該退職に係る退職手当の全部又は一部を

支給しないこととすることができる。 

 ［略］    ［略］ 

 法第２８条第４項の規定による失職をした者  法第２８条第４項の規定による失職（同法第

１６条第１号に該当する場合を除く。）をした

者 

 ［略］    ［略］ 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （会計年度任用職員の給与）  （臨時又は非常勤の職員の給与） 

第２３条 技能職員で会計年度任用職員（法第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。

 以下同じ。）であるものの給与は、給料、地域手

当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期

末手当とし、その額及び支給方法は、職員及びさ

いたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例（令和元年さいたま市条例第  号）

の適用を受ける会計年度任用職員との権衡を考慮

して規則で定める。 

第２３条 臨時又は非常勤の技能職員（法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員を除く。）については、任命権者は、職員の給

与との権衡を考慮し、予算の範囲内で給与を支給

するものとする。 

２ 技能職員で会計年度任用職員であるものが退職

した場合における退職手当の支給については、さ

いたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例の適用を受ける会計年度任用職員の例

による。 

 （さいたま市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第４条 さいたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４５号

）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、公務

のために旅行する職員（地方自治法（昭和２２年

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、公務

のために旅行する職員（市が給与又は報酬を支給
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法律第６７号）第２０４条第１項の規定の適用を

受ける者をいう。以下同じ。）及び職員以外の者

に対して支給する旅費に関し必要な事項を定める

ものとする。 

している者をいう。以下同じ。）及び職員以外の

者に対して支給する旅費に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （定義）  （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 一般職の職員 職員のうち、市長等以外のも

のをいう。

 一般職の職員 職員のうち、さいたま市職員

定数条例（平成１３年さいたま市条例第２３号

）第１条に規定する職員、さいたま市教職員定

数条例（平成２９年さいたま市条例第１６号）

第２条に規定する教職員及び市長が別に定める

者をいう。

２ ［略］ ２ ［略］

 （旅費の支給）  （旅費の支給） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 職員が前項第１号又は第４号の規定に該当する

場合において、法第１６条各号若しくは第２９条

第１項各号に掲げる事由又はこれらに準じる事由

により退職等となった場合には、前項の規定にか

かわらず、同項の規定による旅費は、支給しない。

３ 職員が前項第１号又は第４号の規定に該当する

場合において、法第１６条第２号から第５号まで

若しくは第２９条第１項各号に掲げる事由又はこ

 れらに準ずる事由により退職等となった場合には、

 前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費

は、支給しない。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支

給を受けることができる者（その者の扶養親族の

旅行について旅費の支給を受けることができる場

合には、当該扶養親族を含む。）が、その出発前

に次条第３項の規定により旅行命令等を取り消さ

れ、又は死亡した場合において、当該旅行のため

既に支出した金額があるときは、当該金額のうち

その者の損失となった金額で市長が定めるものを

旅費として支給することができる。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支

給を受けることができる者（その者の扶養親族の

旅行について旅費の支給を受けることができる場

合には、当該扶養親族を含む。以下この条におい

て同じ。）が、その出発前に次条第３項の規定に

より旅行命令等を取り消され、又は死亡した場合

において、当該旅行のため既に支出した金額があ

るときは、当該金額のうちその者の損失となった

金額で市長が定めるものを旅費として支給するこ

とができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の

支給を受けることができる者（その者の扶養親族

の旅行について旅費の支給を受けることができる

場合には、当該扶養親族を含む。）が、旅行中交

通機関等の事故又は天災その他市長が定める事情

により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなか

った場合には、概算払を受けることができた旅費

額に相当する金額）の全部又は一部を喪失した場

合には、その喪失した旅費額の範囲内で市長が定

める金額を旅費として支給することができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の

支給を受けることができる者が、旅行中交通機関

等の事故又は天災その他市長が定める事情により

概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場

合には、概算払を受けることができた旅費額に相

当する金額）の全部又は一部を喪失した場合には、

 その喪失した旅費額の範囲内で市長が定める金額

を旅費として支給することができる。 
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 （さいたま市職員退職手当条例の一部改正） 

第５条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号）の一部

を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法

」という。）第２４条第５項の規定に基づき、一

般職の職員（さいたま市教職員退職手当条例（平

成２９年さいたま市条例第２２号）の適用を受け

る者を除く。）の退職手当に関し必要な事項を定

めるものとする。 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法

」という。）第２４条第５項の規定に基づき、職

員（さいたま市教職員退職手当条例（平成２９年

さいたま市条例第２２号）の適用を受ける者を除

く。）の退職手当に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （退職手当の支給）  （退職手当の支給）

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に

規定する一般職の職員のうち常時勤務に服するこ

とを要する職員（法第２８条の４第１項、第２８

条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された者を除く。以下「職

員」という。）が退職した場合に、その者（死亡

による退職の場合には、その遺族）に支給する。

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に

規定する職員のうち常時勤務に服することを要す

る職員（法第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規

定により採用された者を除く。以下「職員」とい

う。）が退職した場合に、その者（死亡による退

職の場合には、その遺族）に支給する。

２ 職員以外の者のうち、職員について定められて

いる勤務時間以上勤務した日（法令又は条例若し

くはこれに基づく規則により、勤務を要しないこ

ととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が

１８日以上ある月が引き続いて１２月を超えるに

至ったもので、その超えるに至った日以後引き続

き当該勤務時間により勤務することとされている

ものは、職員とみなして、この条例（第５条中１

１年以上２５年未満の期間勤続した者の通勤によ

る負傷又は病気（以下「傷病」という。）による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並

びに第６条中公務上の傷病又は死亡による退職に

係る部分並びに２５年以上勤続した者の通勤によ

る傷病による退職及び死亡による退職に係る部分

 以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、

 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員につい

２ 職員以外の者のうち、職員について定められて

いる勤務時間以上勤務した日（法令又は条例若し

くはこれに基づく規則により、勤務を要しないこ

ととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が

１８日以上ある月が引き続いて１２月を超えるに

至ったもので、その超えるに至った日以後引き続

き当該勤務時間により勤務することとされている

ものは、職員とみなして、この条例（第５条中１

１年以上２５年未満の期間勤続した者の通勤によ

る負傷又は病気（以下「傷病」という。）による

退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並

びに第６条中公務上の傷病又は死亡による退職に

係る部分並びに２５年以上勤続した者の通勤によ

る傷病による退職及び死亡による退職に係る部分

以外の部分を除く。）の規定を適用する。
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 ては、この限りでない。

 （定義）  （定義）

第１７条 この条から第２４条までにおいて、次の

各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

第１７条 この条から第２４条までにおいて、次の

各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

 懲戒免職等処分 法第２９条の規定による懲

戒免職の処分その他の職員としての身分を当該

職員の非違を理由として失わせる処分をいう。

 懲戒免職等処分 地方公務員法第２９条の規

定による懲戒免職の処分その他の職員としての

身分を当該職員の非違を理由として失わせる処

分をいう。

 退職手当管理機関 法その他の法令の規定に

より職員の退職（この条例その他の条例の規定

により、この条例の規定による退職手当を支給

しないこととしている退職を除く。以下この条

から第２４条までにおいて同じ。）の日におい

て当該職員に対し懲戒免職等処分を行う権限を

有していた機関をいう。ただし、当該機関が当

該職員の退職後に廃止された場合における当該

職員については、当該職員の占めていた職（当

該職が廃止された場合にあっては、当該職に相

当する職）を占める職員に対し懲戒免職等処分

を行う権限を有する機関をいう。

 退職手当管理機関 地方公務員法その他の法

令の規定により職員の退職（この条例その他の

条例の規定により、この条例の規定による退職

手当を支給しないこととしている退職を除く。

以下この条から第２４条までにおいて同じ。）

の日において当該職員に対し懲戒免職等処分を

行う権限を有していた機関をいう。ただし、当

該機関が当該職員の退職後に廃止された場合に

おける当該職員については、当該職員の占めて

いた職（当該職が廃止された場合にあっては、

当該職に相当する職）を占める職員に対し懲戒

免職等処分を行う権限を有する機関をいう。

 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支

給制限）

 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支

給制限）

第１８条 退職をした者が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡

したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の

額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当

該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、

当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした

者が行った非違の内容及び程度、当該非違に至っ

た経緯、当該非違後における当該退職をした者の

言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度

並びに当該非違が公務に対する信頼に及ぼす影響

を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一

部を支給しないこととする処分を行うことができ

る。

第１８条 退職をした者が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡

したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の

額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当

該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、

当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした

者が行った非違の内容及び程度、当該非違に至っ

た経緯、当該非違後における当該退職をした者の

言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度

並びに当該非違が公務に対する信頼に及ぼす影響

を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一

部を支給しないこととする処分を行うことができ

る。

 ［略］  ［略］

 法第２８条第４項の規定による失職又はこれ

に準じる退職をした者

 地方公務員法第２８条第４項の規定による失

  職（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。

）又はこれに準ずる退職をした者

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

 （退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職

手当の支給制限）

 （退職後禁錮
こ

以上の刑に処せられた場合等の退職

手当の支給制限）

第２０条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われていない場合に

第２０条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る

一般の退職手当等の額が支払われていない場合に
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おいて、次の各号のいずれかに該当するときは、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合におい

て、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、第１８条第１項に規定する事情及

び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退

職手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退

職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分を行うことができる。

おいて、次の各号のいずれかに該当するときは、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合におい

て、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、第１８条第１項に規定する事情及

び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退

職手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退

職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分を行うことができる。

 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に

起訴をされた場合にあっては、基礎在職期間中

の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退

職後に禁錮以上の刑に処せられたとき。

 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に

起訴をされた場合にあっては、基礎在職期間中

の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退

  職後に禁錮
こ

以上の刑に処せられたとき。

 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き続いた

在職期間中の行為に関し法第２９条第３項の規

定による懲戒免職処分（以下「再任用職員に対

する免職処分」という。）を受けたとき。

 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き続いた

在職期間中の行為に関し地方公務員法第２９条

第３項の規定による懲戒免職処分（以下「再任

用職員に対する免職処分」という。）を受けた

とき。

 ［略］  ［略］

２～６ ［略］ ２～６ ［略］

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

 第１条中さいたま市職員の給与に関する条例第２８条第３号及び第４号の改正、

  第３条中さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条の改正、

第４条中さいたま市職員等の旅費に関する条例第３条第３項の改正（「準ずる」

を「準じる」に改める部分に限る。）、同条第５項及び第６項の改正並びに第５

条中さいたま市職員退職手当条例第１７条の改正、第１８条第１項第２号の改正

（「地方公務員法」を「法」に改める部分及び「準ずる」を「準じる」に改める

部分に限る。）及び第２０条の改正 公布の日

 第１条中さいたま市職員の給与に関する条例第２７条、第２８条第２号、第３

０条及び第３３条の改正、第３条中さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に

関する条例第１８条の改正、第４条中さいたま市職員等の旅費に関する条例第３

条第３項の改正（前号に掲げる改正を除く。）並びに第５条中さいたま市職員退

職手当条例第１８条第１項第２号の改正（前号に掲げる改正を除く。） 令和元
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年１２月１４日

 第１条中さいたま市職員の給与に関する条例第１条、第３条、第４条及び第３

１条の改正、第３２条を削る改正並びに第３２条の２及び別表第４の改正、第２

条の規定、第３条中さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例第２

３条の改正、第４条中さいたま市職員等の旅費に関する条例第１条及び第２条の

改正、第５条中さいたま市職員退職手当条例第１条及び第２条の改正並びに次項

の規定 令和２年４月１日

 （経過措置）

２ 第５条の規定による改正後のさいたま市職員退職手当条例第２条第２項の規定は、

 令和２年４月１日以後の退職に係る退職手当について適用し、同日前の退職に係る

退職手当については、なお従前の例による。
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